
33 
 

２ 医療・福祉の充実 

 

① 医療・健康 

 

○医師確保関係事業（医療整備課） 876,526千円（H29 796,242千円） 

  地域医療を安定的に提供するため、医師の確保と県内への定着を図ります。 

 ［事業内容］ 

  １ 医師修学資金貸付事業  573,350千円 

    安定的な医療提供体制の整備を図るため、大学在学中の医学部生に対して修学資金を貸し

付けます。 

   ［貸付コース］ 

    ①長期支援コース 464,750 千円 

貸付対象：県内の大学医学部、県外の大学医学部（知事の指定する大学に限定）の学生 

貸付月額：公立大学 15 万円、私立大学 20 万円 

    ②ふるさと医師支援コース 106,200 千円 

貸付対象：県外の大学医学部の学生（大学の限定なし） 

貸付月額：一律 15 万円 

    ③産科医志望加算枠 2,400 千円 

      貸付対象：①及び②の貸付者のうち将来的に産科医を希望する 4年次以上の学生 

           （山武長生夷隅医療圏などの産科医の不足する医療圏への就業が条件） 

加算月額：一律５万円 

 

  ２ 医師キャリアアップ・就職支援センター事業 50,000千円 

    若手医師の県内定着を図るため、医師キャリアアップ・就職支援センターを設置し、医師 

のキャリア形成支援や就業支援に向けた各種事業を実施します。 

   （１）県内医療機関での臨床研修に関する情報提供や相談業務等の実施 47,500千円 

   （２）医療技術研修補助 2,500千円 

 

  ３ 医師不足病院医師派遣促進事業 130,000千円 

    地域医療の基盤を支える県内自治体病院の医師不足を解消するため、医師に余裕のある 

医療機関が県内自治体病院に医師を派遣する場合に助成します。 

   ［補助基準額］医師１人あたり1,250千円／月（上限） 

   ［負担割合］県2/3、派遣先自治体病院1/3    

 

４ 産科医・女性医師等の就労支援促進事業 123,176千円 

    産科医・助産師に支給される分娩手当や出産・育児等による女性医師の離職防止・復職 

支援の取組に対し助成します。 
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○医学部設置支援事業（医療整備課）      1,100,000千円（H29 1,100,000千円） 

  国家戦略特区制度により、成田市内に新設が認められた大学医学部の設置に係る経費に対し、

補助します。 

 ［補 助 先］国際医療福祉大学 

 ［対象経費］大学医学部設置に係る経費 

 ［補 助 率］1/2以内 

 ［補助総額］3,500,000千円（平成28～30年度） 

 

 

 

○保健師等修学資金貸付事業（医療整備課） 356,600千円（H29 323,365千円） 

  地域医療に従事する看護師等の確保対策を強化するため、看護師等養成所などの学生のうち、

卒業後県内に就業しようとする者に対して修学資金を貸し付けます。 

 ［貸付対象］看護師等養成所などに在学する者で、将来県内において看護師等の業務に従事  

しようとする者 

 ［貸 付 枠］590名 

 ［貸 付 額］看護師・保健師 月額 民間立18,000円、公立16,000円 

［ 貸  付  准看護師    月額 民間立10,500円、公立 7,500円 

 

 

 

○病院内保育所運営事業（医療整備課）        459,339千円（H29 474,139千円） 

  看護師等の県内定着や再就業を支援するため、医療施設内の保育施設の運営費に助成します。 

 ［対象施設］県内医療機関 92施設 

 ［補 助 率］2/3 等 

 

 

 

○看護師等養成所運営費補助（医療整備課） 351,033千円（H29 332,831千円） 

  看護師等の確保を図るため、看護師等養成所の運営費に対して助成します。 

 ［対象施設］国公立以外の看護師等養成所（16 校・18 課程） 

 ［対象経費］専任教員給与費、生徒用教材費、事務職員給与、図書費、維持補修費  等 

 ［補 助 率］課程、学生数等に応じた定額 
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○救命救急センター運営費補助、施設設備整備費補助（医療整備課） 

909,505千円（H29 951,562千円） 

  救命救急センターの運営費及び施設設備費に対して助成します。 

 ［事業内容］ 

  １ 運営費補助 795,860千円 

   ［対象施設］救命救急センター ７病院 

［補 助 率］2/3（国1/3、県1/3） 

 

  ２ 設備整備費補助 113,645千円 

   ［補 助 率］2/3（国1/3、県1/3） 

            

 

 

○小児救急電話相談事業（医療整備課） 83,306千円（H29 82,000千円） 

  夜間の小児の急病時に保護者等の不安を解消するとともに、不要・不急の受診を減らし、小児

救急医療体制の負担を軽減するため、看護師や小児科医による夜間電話相談を実施します。 

 ［委託先］（公社）千葉県医師会 

 ［業務内容］ 

  相談員の配置 看護師３～４人、小児科医 １人 

  相談日時 午後７時～午前６時（毎日） 

 

 

 

○小児二次救急医療対策事業（医療整備課） 116,545千円（H29 122,985千円） 

  夜間・休日における小児救急患者に係る救急医療体制を確保します。 

 ［事業内容］ 

１ 小児救急医療拠点病院運営事業 90,108千円 

    小児救急医療体制を確保するため、広域を対象とした休日昼間及び夜間に小児救急患者の

受入れを行う病院に対し運営費を助成します。 

   ［対象施設］小児二次救急医療拠点病院 ３施設 

   ［補 助 率］2/3 

 

  ２ 小児救急医療支援事業 26,437千円 

    小児救急医療体制を確保するため、市町村等が病院輪番制により、休日及び夜間に入院 

治療できる診療体制を整備した場合に、その運営費に対して助成します。 

   ［対象施設］小児二次救急支援病院 ３市１組合 

   ［補 助 率］1/2 
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○ドクターヘリ運営事業（医療整備課） 497,944千円（H29 497,590千円） 

  救命救急センターに常駐するドクターヘリの運航に要する経費に対し助成します。 

 ［補助率］10/10（国1/2、県1/2）  

 ［補助先］日本医科大学千葉北総病院、君津中央病院        

 

 

 

○地域中核医療機関整備促進事業（医療整備課） 196,475千円（H29 1,025,985千円） 

  地域医療提供体制の確保を図るため、地域の中核的医療機能や救急・小児・がんなどの特殊 

医療機能を担う医療機関の整備に対し助成します。 

 ［対象施設］公的医療機関 

 ［対象事業］地域の中核医療施設・特殊医療施設の新築・増改築 

 ［補 助 率］1/3 

 ［補 助 先］小見川総合病院、鴨川市立国保病院 

 

 

 

○周産期医療施設等運営費補助、施設設備整備費補助（医療整備課） 

 926,465円（H29 916,087千円） 

  妊娠・分娩時の母子の安全を確保するため、周産期医療施設の運営費及び設備整備費に対して

助成します。 

 ［事業内容］ 

  １ 運営費補助 895,865千円 

   ［補助率］2/3（国1/3、県1/3） 

   ［補助先］総合周産期母子医療センター ２病院、地域周産期母子医療センター ８病院 

 

  ２ 設備整備費補助 30,600千円  

   ［補助率］2/3（国1/3、県1/3） 

 

 

 

○周産期医療ネットワーク事業（医療整備課）     21,357千円（H29 21,002千円） 

  周産期における妊婦の救急搬送体制を確保するため、総合周産期母子医療センターに    

オペレーターを配置し、24時間体制で受け入れ可能な病院情報を収集し、救急医療を必要とする

妊産婦の搬送先の調整を行います。 
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○医療施設防災機能強化事業（医療整備課）     380,000 千円（H29 520,000 千円） 

  県内医療施設の防災対策を促進するため、有床診療所等が行うスプリンクラーの設置等に対し

助成します。 

 ［補 助 先］県内の有床診療所、有床助産所、病院 

 ［対象経費］スプリンクラー、自動火災報知設備、火災通報装置の設置 

 ［補 助 率］定額 

 ［補助上限額］スプリンクラー：設置面積1㎡あたり17.5千円 

       自動火災報知設備：1施設あたり1,030千円 

       火災通報装置：1施設あたり310千円 

 

 

 

○地域在宅医療体制構築支援事業【新規】（健康福祉政策課）  42,000千円 

  病院から在宅医療への切れ目のない円滑な移行や安定的な在宅療養生活を継続するため、病院

や患者等からの医療相談対応や、在宅医・訪問看護師などが連携し、患者をチームでサポート 

する体制構築などに取り組む、在宅医療連携拠点の設置・運営費用に対して助成します。 

 ［補助対象者］地区医師会 

［補 助 対 象 経 費］拠点コーディネーター人件費、運営経費、備品購入費  

 ［補助基準額］6,000千円、[補助期間] 3年間 

  

 

 

○訪問看護ステーション整備促進事業【新規】（健康福祉政策課）  31,000千円 

  県民が住み慣れた地域で安心して在宅医療を受けられる体制を整備するため、訪問看護   

サービスの提供体制が十分進んでいない地域において、新たに訪問看護ステーションを開設する

事業者に対し、立上げ時に必要な初期費用を助成します。 

 ［補助対象者］印旛、香取・海匝、山武・長生・夷隅、君津の４医療圏において、 

病院・診療所併設型の訪問看護ステーションを新たに設置する事業者 

 ［補 助 対 象 経 費］建物改修経費、人件費、車両費、医療機器等の備品購入費、広報費等 

        （開設前6か月から開設後3か月まで） 

 ［補助基準額］常勤換算職員1名につき155万円（最大4名分620万円） 
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○在宅歯科・口腔保健推進事業（健康づくり支援課、医療整備課） 

          69,743 千円（H29 52,383 千円） 

  地域における在宅歯科診療や口腔保健の普及向上を図るため、医療機器の整備に対する助成や

在宅歯科医療連携室の設置、歯科衛生士等の人材確保、育成等を実施します。 

  また、歯科衛生士を確保するため、県内特定地域の歯科診療所等に就職する学生への就職準備

金貸付制度を創設します。 

 ［主な事業］ 

  １ 在宅歯科診療設備整備事業 30,000 千円 

    病院又は診療所の開設者が、在宅歯科診療を実施するための設備整備に対し助成します。 

・基本設備 

     ［補 助 率］2/3 

     ［補助基準額］3,638 千円 

    ・安全設備 

     ［補 助 率］1/2 

     ［補助基準額］2,000 千円 

  ２ 在宅歯科医療連携室整備事業 4,861 千円 

    ・在宅歯科診療を希望する患者の相談窓口の開設、在宅歯科診療を担う歯科医師育成の 

     ための研修会 等 

  ３ 歯科・口腔保健に携わる人材の確保・育成 9,845 千円 

    ・障害児への摂食嚥下指導やがん患者に対する歯科治療等に関する歯科医師等への研修 

    ・摂食嚥下や口腔ケアに関する多職種連携や人材育成に関する研修 

    ・未就業の歯科衛生士の復職支援研修  等 

  ４ 歯科衛生士就職準備金貸付事業【新規】 15,000 千円 

 訪問歯科診療を支える歯科衛生士を確保し、地域偏在を解消するため、歯科衛生士養成 

施設を卒業後、県内特定地域の歯科診療所等に就職する学生へ就職準備金を貸し付けます。 

［貸 付 額］35 万円以内（１回を限度）、[貸 付 枠] 40 人 

［勤務地域］香取海匝・山武長生夷隅・安房・君津・市原医療圏 

［返還免除］勤務地域の歯科診療所等で３年以上勤務した場合 
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○東千葉メディカルセンター助成事業（健康福祉政策課） 

 718,300千円（H29 718,300千円） 

  救命救急センターを併設し、山武長生夷隅保健医療圏の中核的医療機関としての役割を担う 

東千葉メディカルセンターの整備費用を支援します。 

 ［支援内容］ 

  ・施設整備に係る起債償還費用 718,300千円（H26～H35：7,183百万円） 

 

 

 

○がんセンター施設整備事業（経営管理課） 2,473,517千円（H29 1,531,000千円） 

（債務負担行為 2,922,000千円） 

【特別会計病院事業】 

  建物の老朽化や狭隘化などを解消するため、千葉県がんセンターの新棟建設工事を進めると 

ともに、開院に必要な医療機器等の導入準備を行います。 

［整備概要］新棟建設・既存病棟改修（延床面積 約 56,000 ㎡、病床数 450 床） 

工期（予定）：H29～H31 年度 

 ［事業内容］ 

  ・新棟建設工事  2,442,050 千円 

  ・開院準備支援事業 31,467 千円 

    新病棟開院に伴う医療情報システムの構築や、新たに調達する医療機器、什器備品及び 

外部委託する業務等の検討を行います。 

 ・医療機器等整備事業 （債務負担行為 2,922,000 千円） 

    新病棟開院に伴い必要な医療機器の調達や医療情報システム開発に着手します。 

 

 

 

○病院事業会計負担金（健康福祉政策課）   13,560,919千円（H29 13,249,879千円） 

  県立病院が良質な医療を安定的に県民に提供していくために必要な経費を負担します。 

 

 

 

○がん診療施設設備整備事業（医療整備課）      32,430千円（H29 22,764千円） 

  がん診療の充実を図るため、がんの診断や治療を行う病院の施設、設備の整備に対し助成します。 

 ［補助対象］ がん診療連携拠点病院・診療病院、がん診療連携協力病院 

 ［補助基準額］  

  ①施設整備  がん専用病棟 166,300 円/㎡、診療棟 185,900 円/㎡ 

  ②設備整備 32,400 千円/箇所 

 ［補 助 率］ 1/3 
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○がん対策事業（健康づくり支援課）         177,191千円（H29 172,155千円） 

  「千葉県がん対策推進計画」に基づき、がん予防から早期発見、質の高いがん医療の提供や 

緩和ケアまで総合的かつ計画的ながん対策を推進します。 

 ［主な事業］ 

１ がんの予防・早期発見推進事業       3,979千円（H29 4,996千円） 

    がん発見技術の向上を図るため、がん検診に携わる医療従事者に対して研修を実施すると

ともに、県民に対し、がん検診の重要性を周知します。 

 

 

  ２ 地域統括相談支援センター事業       5,479千円（H29 3,900千円） 

    がん経験者であるピアサポーターを通じた相談支援の充実を図るため、ピアサポーターの

養成や活動支援を行います。 

 

  ３ 地域がん診療連携拠点病院等機能強化事業 145,000千円（H29 145,000千円） 

    地域がん診療連携拠点病院等が行う病院間のネットワークづくりや相談支援、普及啓発、

医師の研修の実施等に係る費用に対して助成します。 

   ［基 準 額］15,000千円（地域がん診療連携拠点病院）、10,000千円（地域がん診療病院） 

 

  ４ 緩和ケア推進強化事業           3,021千円（H29 2,795千円） 

    緩和ケアを希望するがん患者やその家族のため、医療・介護従事者との意見交換会の実施

や医療機関等の情報提供、緩和ケアに取り組む老人ホーム等への支援等を実施します。 

 

 

 

○自殺対策推進事業（健康づくり支援課） 87,702 千円（H29 89,089 千円） 

  自殺による死亡率の減少を図るため、相談支援体制を確保するとともに、普及啓発を実施  

します。 

  １ 県実施事業 17,702千円 

  ［主なもの］ 

   ・利用しやすい相談窓口の開設         4,148千円 

   ・自死遺族支援事業               1,748千円 

   ・自殺未遂者総合支援事業           8,006千円 

   ・一般診療科医師に対する自殺対策研修      1,507千円 

   ・県民等に対する啓発・情報提供        1,400千円 

 

  ２ 市町村団体補助事業 70,000千円 
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② 社会福祉 

 

○千葉県社会福祉センター整備事業（健康福祉指導課）          44,600 千円 

  社会福祉活動の推進や災害時のボランティア活動の拠点としての機能を強化するため、耐震 

性能が不十分である千葉県社会福祉センターについて、基本設計等を実施します。 

 ［整備スケジュール］ 

  平成29～30年度：基本設計、地質調査 等 

平成31年度  ：実施設計 

平成32～34年度：建設工事 

 ［供用開始］ 

  平成34年度中    

 

 

 

 

○生活困窮者等自立支援事業（健康福祉指導課）    33,582 千円（H29 11,562 千円） 

  生活困窮者自立支援法等に基づき、離職により住居を失った生活困窮者に対する給付金の支給

のほか、生活保護受給者に対する就労支援や、生活保護世帯等の児童・生徒に対する学習支援を

行います。 

 ［事業内容］ 

  １ 住居確保給付金 689千円 

   ［支給対象者］離職後2年以内かつ65歳未満であって、住居がないか、失うおそれのある者 

   ［支 給 額］生活保護の住宅扶助特別基準額に準拠した額 

   ［支 給 期 間］原則3か月間（3か月延長可能、最大9か月まで） 

  ２ 就労準備等支援事業 7,893千円 

   ・生活保護受給者に対する就労支援員による就労支援 

   ・生活保護受給者を対象とした就労支援セミナーの開催 

  ３ 子どもの学習相談等支援事業 25,000千円 

    生活保護世帯や就学援助世帯の小中学生等に対し、学びの場の提供や相談等を行い、安心

して学習できる環境を提供します。 

   ［対象地区］県内の全17町村 

   ［対 象 者］小学校4年生～高校3年生 
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○中核地域生活支援センター事業（健康福祉指導課） 301,700千円（H29 301,700千円） 

  全ての県民を対象とした福祉全般にわたる相談に24時間365日体制で応じ、関係機関への  

連絡・調整等を行います。また、印旛ほか５圏域では、生活困窮者自立支援法に基づく生活困窮

者の自立相談支援事業を併せて行います。 

 ［設置箇所］健康福祉センター圏域ごと・計13か所 

 ［委 託 先］NPO法人・社会福祉法人等 

 

 

 

 

○福祉タクシー導入促進事業（健康福祉指導課） 70,000千円（H29 70,000千円） 

  高齢者や障害者など、交通弱者の交通手段の確保充実を図るため、福祉タクシー車両導入に 

必要な経費を助成します。 

 ［補助対象］福祉タクシー購入経費 

 ［補 助 率］1/3 

 ［上 限 額］スロープ車：600千円/台、リフト装着車：800千円/台  
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③ 高齢者福祉 

 

○老人福祉施設整備事業補助（高齢者福祉課） 3,220,000千円（H29 6,222,000千円） 

（債務負担行為 2,207,000千円） 

（H29債務負担行為 3,467,000千円） 

  特別養護老人ホームの創設・増改築及び老人短期入所居室の整備に要する経費に対し助成  

します。 

 ［実施主体］市町村、社会福祉法人 

 ［補助単価］4,500 千円/床（特別養護老人ホーム）、800 千円/床（老人短期入所居室） 

 ［整備床数］536 床（特別養護老人ホーム）、50 床（老人短期入所居室） 

 

 

 

 

 

○介護基盤整備交付金事業（高齢者福祉課）   1,330,000千円（H29 2,291,250千円） 

  市町村等が実施する地域密着型特別養護老人ホーム、看護小規模多機能型居宅介護事業所等の

介護施設の整備等に対し助成します。 

 ［補助対象］地域密着型特別養護老人ホーム、看護小規模多機能型居宅介護事業所 等 

 ［限 度 額］地域密着型特別養護老人ホーム 4,500 千円×定員数 

       看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 施設 32，000 千円 等 

 ［整備床数等］地域密着型特別養護老人ホーム 116 床 

       看護小規模多機能型居宅介護事業所 7 施設 等 

 

 

 

 

○特別養護老人ホーム等の開設準備支援等事業（高齢者福祉課、医療整備課） 

1,746,000千円（H29 2,224,977千円） 

  特別養護老人ホーム、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等の介護施設が開設前に行う

職員雇用や広報等の準備経費に対し助成します。 

 ［補助対象］特別養護老人ホーム、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 等 

 ［限 度 額］特別養護老人ホーム 621 千円×定員数 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1 施設 10,300 千円 等 

 ［整備床数等］特別養護老人ホーム 1,283 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 30 施設 等 
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○サービス付き高齢者向け住宅整備補助事業（住宅課）300,000 千円（H29 280,000 千円） 

  サービス付き高齢者向け住宅について、介護サービス事業所及び医療機関等との連携が図られ

ているなど、より良質な住宅を整備する場合に、国の補助に加え県単独の上乗せ補助を行います。 

［補助対象］ 

  国の補助金を受けて整備し、介護サービス事業所及び医療機関との連携が図られている住宅 

 ［補 助 率］ 

  （新築）住宅建設費の1/20 

  （改修）住宅改修費の1/6 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は小規模多機能型居宅介護事業所を併設 

するものは、新築：1/10、改修：1/3 

 

 

 

○介護人材確保対策事業（健康福祉指導課） 217,500千円（H29 214,000千円） 

  介護人材の確保・定着を図るため、新規就業や介護職員のキャリア形成に向けた支援、介護職

の魅力発信や外国人・シニア人材の新規参入を促すための事業などに総合的に取り組みます。 

 ［主な事業］ 

  １ 介護人材確保対策補助 185,881千円（H29 185,779） 

     介護の職場への新規就業の促進や潜在有資格者の再就業に向けた支援を行うほか、介護

職員のキャリアアップに向けた支援等を行います。 

［補 助 率］市町村 3/4、事業者 10/10 等 

   ［補助対象］市町村、事業者 等 

  ２ 介護の未来案内人事業【新規】 3,000千円 

県内介護施設等に従事する若手介護職員を「介護の未来案内人」として委嘱し、県内

高等学校等への派遣やＳＮＳの活用などを通じて、介護職の魅力を発信します。 

３ 外国人介護職就業促進事業【新規】 2,569千円 

     29年9月に入管法が改正され在留資格に「介護」が追加されたことを踏まえ、介護分野

へ外国人の就業促進を図るため、事業者を対象に受入準備に向けた説明会を開催します。 

また、介護サービスの向上と介護現場への定着を図るため、既に事業所で勤務して 

いる外国人介護福祉士や技能実習生等を対象に語学研修を行います。 

  ４ 期待しています！シニア人材事業【新規】 4,500千円 

     シニア人材の就業を促進するため、職場体験から介護職員初任者研修受講支援、介護 

事業所とのマッチングまでの一貫した支援を行います。 

        対象者：50 歳以上の 50 人を対象 
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○介護ロボット導入支援事業（高齢者福祉課）  12,000 千円（H29  8,000 千円） 

  介護現場における人材確保策として、介護従事者の負担を軽減する介護ロボットを導入する 

介護事業所に対して助成します。 

 ［補助対象］民間の特別養護老人ホーム等 

 ［補 助 額］100 千円（１機器あたりの上限額） 

 

 

 

○元気高齢者の活躍サポート事業（高齢者福祉課） 10,139 千円（H29 10,139 千円） 

  高齢者の社会参加を促すとともに、高齢者が地域の担い手として活躍できるよう、生活支援の

担い手の養成等を行う事業に対し助成します。 

［補助対象］ＮＰＯ法人等 

 ［補 助 額］1,000 千円×10 団体 

 

 

 

○我がまちシニア応援プロジェクト事業（高齢者福祉課） 3,333 千円（H29 3,333 千円） 

  専門的なスキル・経験等を活かして地域貢献を行うボランティア（プロボノワーカー）を活用

し、地域の社会福祉団体の運営強化を図るとともに、生きがいづくりや介護予防のため、元気な

高齢者のプロボノ活動を促進します。 

 ［主な事業］ 

  ・プロボノワーカーと地域社会福祉団体のマッチング     1,901 千円 

  ・元気な高齢者のプロボノ活動を促進するためのセミナー開催   786 千円 

  ・県民向け成果発表会の開催                 589 千円 

 

 

 

○超高齢社会に対応した移動困難者調査・対策事業【新規】（政策企画課）  9,800千円  

公共交通機関の弱体化や商業施設の郊外への立地などにより、商店や医療・福祉施設等への

アクセスが困難になっている高齢者等の移動困難者について、今後も地域が十分な活力を維持

していけるよう、都市部と地方部のモデル市町と協力し、効果的な対策を検討します。 

［モデル市町］ 

都市部：八千代市 

地方部：勝浦市・御宿町、南房総市・鋸南町・鴨川市 

 [事業内容]   

・移動困難者の状況及びその要因分析、対応策の検討 

・住民アンケート、事業者アンケート 
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○認知症対策支援事業（高齢者福祉課）        87,594千円（H29 88,070千円） 

  認知症に対する地域でのサポート体制の構築や各種相談等の総合的対策を実施するとともに、

医療・介護の連携による支援体制の構築を図ります。 

 ［主な事業］ 

  １ 認知症疾患医療センター運営事業 36,520千円（H29 35,617千円） 

    認知症治療の中核病院として、県が指定した「認知症疾患医療センター」において、鑑別

診断や急性期治療、専門的な相談対応などを行い、地域における認知症疾患の保健医療  

水準の向上を図ります。 

   ［委託先］認知症治療の中核としての機能を持つ病院 10病院 

 

  ２ 認知症チェックリスト作成事業【新規】 1,447千円 

    認知症の早期発見・早期対応に向け、本人や家族が認知症に気づくきっかけの一助とする

ため、認知症チェックリストを作成・配布します。 

 

  ３ 認知症相談支援事業 6,018千円（H29 5,969千円） 

    認知症コールセンターを設置し、認知症の各種相談を実施するとともに、認知症患者の 

家族を支援するための交流会を実施します。 

・認知症コールセンター運営事業 5,037 千円 

・認知症患者と家族の交流会実施事業 981 千円 

   

  ４ 若年性認知症支援事業 4,270千円（H29 3,345千円） 

    若年性認知症患者への就労、福祉サービスや健康・医療に関する支援等を行うため、  

コーディネーターを配置するとともに、30年度からは新たにピアサポートを実施します。 

 

  ５ 医療・介護人材育成事業 33,310千円（H29 30,002千円） 

    認知症患者と家族を支援する体制を構築するため、医療・介護分野等において認知症に 

精通した人材を育成します。 

   ・認知症サポート医等養成研修事業  9,000 千円 

   ・市民後見推進事業  19,000 千円 等 

 
  ６ ちば認知症こどもサポーター事業 1,142 千円（H29 6,500 千円） 

認知症に対する子ども達の理解と支援の促進を図るため、小学生を対象とした養成講座

の講師（キャラバンメイト）のスキルアップ研修等を実施します。 
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④ 障害者福祉 

 

○千葉リハビリテーションセンター再整備事業【新規】（障害福祉事業課）   18,500千円 

  施設の老朽化や県民ニーズに対応し、今後も高度で良質な医療・福祉サービスを提供するため、

建替えに向けた調査・検討を行います。 

 [事業内容] 

１ 施設整備検討会議 376千円 

２ 施設整備に係る基礎調査業務委託 16,000千円 

３ 医療的ケア児等の全数実態調査 2,124千円 

 

 

 

 

 

○障害者グループホーム等に対する支援（障害福祉事業課） 

 444,929千円（H29 449,943千円） 

  障害者の地域移行の受け皿となるグループホーム等を支援するため、運営費や家賃などを補助

するほか、支援ワーカーによる相談支援を行います。 

 ［事業内容］ 

  １ 運営費補助 212,639千円（H29 220,395千円） 

   ［対象経費］ホームの運営に要する人件費、運営費等の経費 

   ［補 助 率］県1/2、市町村1/2 

 

  ２ 家賃補助等 172,000千円（H29 169,248千円） 

   ［対 象 者］ホームを利用する者のうち、特に収入の少ない者 

   ［補 助 率］県1/4、市町村1/4 

 

  ３ 相談支援等 60,290千円（H29 60,300千円） 

    県内１３障害保健福祉圏域に支援ワーカーを配置 
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○障害者就業・生活支援センター事業（障害福祉事業課、産業人材課） 

148,259千円（H29 148,211千円） 

  障害者の自立を促進するため、障害者に身近な地域で生活面と就業面等で一体的に支援を行う

「障害者就業・生活支援センター」を設置・運営します。 

 ［設 置 数］16ヶ所 

 ［事業内容］ 

  ・生活習慣の形成など日常生活の自己管理・地域生活・生活設計に関する助言等 

  ・就職活動・職場定着等に向けた支援、企業に対する雇用管理上の助言等 

 

 

 

○障害者の工賃アップのための事業（障害福祉事業課） 35,398 千円（H29 36,431 千円） 

  県内の就労支援事業所等における工賃水準の向上を図るため、商品の販路拡大や新商品開発等

に取り組む事業所を支援します。 

 ［事業内容］ 

  ・販路や受注を拡大するための合同販売会の開催 

  ・障害者就労施設等の効率的な運営のための研修、相談  

  ・農福連携による障害者の就農促進に向けた技術指導、現場実習 等 
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⑤ 社会保障費 

 

 ○社会保障費               280,897,406千円（H29 274,822,346千円） 

 

  １ 補助事業 266,414,926千円（H29 260,386,077千円） 

 

  ［主な事業］ 

   ・生活保護事業（健康福祉指導課）         5,680,000千円（H29  5,601,000千円） 

     生活保護法に基づき、生活困窮者の保護に要する費用を負担します。 

     １ 郡分扶助費 3,822,000千円（H29  3,755,000千円） 

        町村に居住する被保護者に係る生活保護支弁額を負担します。 

        ［負担割合］国3/4、県1/4 

     ２ 市分負担金 1,858,000千円（H29 1,846,000千円） 

        市が支弁した居住地の明らかでない被保護者に係る保護費用を負担します。 

        ［負担割合］国3/4（市町村に直接交付）、県1/4 

 

 

 

 

   ・難病医療費助成事業（疾病対策課）        5,700,000千円（H29 7,700,000千円） 

     原因不明の難病のうち国が定めた疾患について医療費を負担します。 

    ［負担割合］国 1/2、県 1/2 

    ［対象疾患］331疾患 

      

 

 

 

   ・児童手当支給事業（子育て支援課）     14,000,000千円（H29 14,134,000千円） 

     中学校修了前までの児童を養育している方に児童手当を支給します。 

    ［支 給 額］３歳未満 月額15,000円 

          ３歳以上 第１子、第２子 月額10,000円 第３子以降 月額15,000円 

          中学生  月額10,000円 

          所得制限家庭（年収960万円程度） 月額5,000円 

    ［負担割合］国2/3、県1/6、市町村1/6 等  
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   ・保育所等への運営費の給付〔再掲〕（子育て支援課）12,700,000千円（H29 9,900,000千円） 

     子ども・子育て支援法に基づき、認定こども園・保育所・幼稚園の運営費に対して  

市町村が支弁する給付費の一部を負担します。 

［対  象］私立の認定こども園、保育所、幼稚園 

［負担割合］国（直接）1/2、県1/4、市町村1/4 

 

 

 

・小規模保育等への運営費の給付〔再掲〕（子育て支援課）2,150,000千円（H29 1,340,000千円） 

 子ども・子育て支援法に基づき、地域の特性に応じた保育機能を確保するため、  

小規模保育事業、家庭的保育事業及び事業所内保育事業の運営費に対して市町村が支弁

する給付費の一部を負担します。 

［対  象］小規模保育、家庭的保育及び事業所内保育を行う事業者 

［負担割合］国（直接）1/2、県1/4、市町村1/4 

 

 

 

・多様なニーズに対応した子育て支援〔再掲〕（子育て支援課） 

2,063,200千円（H29 2,000,473千円） 

 保育施設等において、病児保育、延長保育、一時預かりを実施するなど、多様な子育て 

ニーズに対応した事業に対し助成します。 

［負担割合］国1/3(直接)、県1/3、市町村1/3 

 

 

 

   ・障害者自立支援給付費負担金（障害福祉事業課）20,000,000千円（H29 19,000,000千円） 

     障害者総合支援法に基づき、介護給付・訓練等給付等に要した経費を負担します。 

    ［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4 

 

 

 

   ・自立支援医療事業（児童家庭課、障害者福祉推進課、障害福祉事業課） 

   9,625,000千円（H29 9,745,259千円） 

障害者総合支援法に基づき障害児者に対する公費負担医療に要した経費を負担します。 
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   ・障害児通所給付費負担金（障害福祉事業課）   5,000,000千円（H29 3,294,000千円） 

児童福祉法に基づき市町村が実施する障害児通所給付の支給に要した経費を負担します。 

    ［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4 

    

 

 

・後期高齢者医療給付費負担金（保険指導課）  47,420,000千円（H29 44,270,000千円） 

     高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者の医療等に要した費用を負担 

します。 

    ［負担割合］国4/12、県1/12、市町村1/12、千葉県後期高齢者医療広域連合6/12 

 

 

 

   ・介護給付費負担金（高齢者福祉課）      58,000,000千円（H29 57,000,000千円） 

     介護保険法に基づき、介護給付及び予防給付に要した費用を負担します。 

    ［負担割合］（施設等給付費）国20％、県17.5％、市町村12.5％、保険料50％ 

          （居 宅 給 付 費）国25％、県12.5％、市町村12.5％、保険料50％ 

 

 

 

   ・地域支援事業交付金（高齢者福祉課）      2,900,000千円（H29  2,428,000千円） 

     介護保険法に基づき、介護が必要な状態になることを予防する事業等に要する費用を 

交付します。 

    [負担割合]  

・介護予防・日常生活支援総合事業  国25％、県12.5％、市町村12.5％、保険料50％ 

・包括的支援事業        国38.5％、県19.25％、市町村19.25％、保険料23％ 

・任意事業           国38.5％、県19.25％、市町村19.25％、保険料23％ 

 

 

 

   ・特別会計国民健康保険事業繰出金（保険指導課） 35,200,000千円（H29 38,036,000千円） 

     国民健康保険法に基づき、国民健康保険事業の運営に必要な金額を一般会計から特別 

会計へ繰出します。 
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   ・国保経営安定化対策事業（保険指導課）    14,896,000千円（H29 16,120,000千円） 

     国民健康保険法に基づき、保険料（税）の軽減や保険財政基盤の強化に要した費用を 

負担します。 

 

 

 

 

  ２ 県単独事業 14,482,480千円（H29 14,436,269千円） 

 

  ［主な事業］ 

   ・重度心身障害者（児）医療給付改善事業（障害者福祉推進課）  

                           4,460,000千円（H29 4,468,000千円） 

     重度心身障害者（児）の医療費の負担を軽減するため、医療費助成を行う市町村に対し

補助を行います。 

    ［対 象 者］身体障害者手帳 1級、2級又は療育手帳 ○Ａ、Ａの１、Ａの 2の保持者 

    ［対象経費］医療給付費に係る自己負担額等 

          （入院 1 日・通院 1回につき 300 円の利用者負担） 

    ［負担割合］県 1／2、市町村 1／2 

 

 

 

   ・軽費老人ホームサービス提供費補助（高齢者福祉課） 1,660,000千円（H29 1,640,000千円） 

     低所得高齢者の支援のため、民間立の軽費老人ホームの運営費に助成します。 

    ［対 象］ 民間立の軽費老人ホーム（政令市・中核市を除く） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 


